
資料 １
平成１８年５月３０日現在

地方分権改革関係の動向について（前回知事会議以降）

【平成１７年】

○全国知事会「憲法問題特別特別委員会」の開催 [12月20日]

○全国知事会「第４回道州制特別委員会」の開催 [12月20日]

○「平成１８年度予算財務省原案」内示 [12月20日]

○全国知事会「第３回地方税制小委員会」の開催 [12月21日]
【主な内容】

・平成１８年度税制改正 「地方分権時代にふさわしい地方税のあり方」とりま、
とめの骨子（案）についてフリートーキング等

○自由民主党「総務部会関係合同会議｣への出席 [12月21日]
【 】主な内容

・地方六団体代表者が出席（麻生全国知事会長出席）
・平成１８年度総務関係予算（復活重点項目）等について

○全国知事会「次世代育成支援対策特別委員会」の開催 [12月21日]

○全国知事会「第４回地方交付税問題小委員会」の開催 [12月21日]

【主な内容】
・平成１８年度地方交付税に関する要請結果について報告
・第二段階、第三段階の各論点の整理（案）について協議等

○自由民主党「総務部会関係・消防議員連盟合同会議｣への出席 [12月22日]

【 】主な内容
・地方六団体代表者が出席（全国知事会を代表して石井富山県知事出席）

・平成１８年度総務関係予算について、財務大臣折衝に向けての総務大臣激励

○「平成１８年度予算政府案」閣議決定 [12月24日]
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○地方六団体「新地方分権構想検討委員会（仮称）の設置｣を発表 [12月27日]

【 】主な内容
・地方自治確立対策協議会に「新地方分権構想検討委員会（仮称 」を設置し、）

第１回委員会を平成１８年１月に開催
・委員会は 学識経験者を中心として１６名で構成し 分権社会のビジョンと平、 、
成１９年度以降における地方分権改革の促進のあり方について審議事項とし、

平成１８年１月から１年間を検討期間とする

【平成１８年】

○地方六団体「第１回新地方分権構想検討委員会」の開催 [１月13日]
【主な内容】
・委員長互選(神野直彦委員長を選任 、委員長代理指名(小幡純子委員を指名） ）、

小委員会の設置
・委員会における検討項目、検討スケジュール等について審議

○全国知事会「第３回地方分権推進特別委員会」の開催 [１月16日]
【主な内容】

・小委員会設置要領の改正、各小委員会から審議・活動状況の報告
・今後の地方分権改革の進め方について意見交換

○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [１月18日]
【 】主な内容
・ 地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合」の対応について協議「

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [１月18日]

【主な内容】
・地方税財政関係法案等についての総務省説明

・今後の地方分権改革の進め方について意見交換

○全国知事会「正副会長会議｣の開催 [１月19日]

【主な内容】
・法令外分担金の拠出について審議
・地方分権改革の推進について意見交換

○｢平成１８年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度｣閣議決定 [１月20日]
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○地方六団体「第２回新地方分権構想検討委員会」の開催 [１月27日]

【主な内容】
・中間報告書の決定までの委員会の審議スケジュール（案 「 分権社会のビジ）、『

ョン』の大枠」について等を審議

○「新たなセーフティネット検討会」(生活保護制度に関する検討会)を設置

【主な内容】 [１月30日]
・全国知事会長及び全国市長会長の決定（１月２５日決定）により設置
・生活保護費の急増や保護率の上昇等の課題に対応するため 抜本的な制度の見、

直しを含む具体的方策について検討し、国に提言するもの
・検討会は、都道府県及び市職員並びに学識経験者により構成

○全国知事会が地方制度調査会に 第２８次地方制度調査会における 道州制のあり「 「
方」の審議内容に対する意見」を再提出 [２月14日]

○麻生全国知事会長及び山出全国市長会長による 生活保護制度に関する協議の再開「
について」の要請 [２月14日]

【主な内容】
・全国知事会長及び全国市長会長が厚生労働大臣に要請

・地方からの提案事項を踏まえ 生活保護制度を改革するため 制度責任者の国、 、
と実施機関の地方との協議を速やかに再開することを要請

○全国知事会「第５回地方交付税問題小委員会」の開催 [２月16日]
【主な内容】
・平成１８年度国・地方を通じた財政措置の問題 平成１９年度対策の各論点の、

整理について審議

○全国知事会「第５回道州制特別委員会」の開催 [２月21日]
【主な内容】
・ 第２８次地方制度調査会における『道州制のあり方』の審議内容に対する意「

見」及び北海道道州制特区推進法に係る最近の動きについて報告
・ 分権型社会における広域自治体のあり方 （素案）について審議「 」

○地方六団体「第３回新地方分権構想検討委員会」の開催 [２月21日]
【主な内容】

・分権社会のビジョンの大枠及び第１期改革の総括 残された課題について審議、
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○全国知事会「第４回地方税制小委員会」の開催 [２月22日]

【主な内容】
・ 地方分権時代にふさわしい地方税のあり方 取りまとめの骨子 案 道路特「 」 （ ）、

定財源のあり方についてフリートーキング
・地方税制上の見直すべき事項（案）を小委員会として決定（小委員会終了後、
片山委員長（鳥取県知事）が総務省自治税務局長に要請）

○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [２月22日]
【 】主な内容

・ 地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合」の対応について協議「

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [２月22日]
【主な内容】

・地方分権２１世紀ビジョン懇談会、地方債協議制度等についての総務省説明
・新地方分権構想検討委員会等についての地方六団体説明
・総務大臣・地方六団体会長との意見交換

○全国知事会「憲法問題特別委員会」の開催 [２月24日]

○第２８次地方制度調査会「道州制のあり方に関する答申」が決定。これに対して、
全国知事会道州制特別委員会木村委員長（和歌山県知事）がコメントを発表

[２月28日]

○地方六団体「第４回新地方分権構想検討委員会」の開催 [３月７日]

【主な内容】
・ 分権社会を実現するための取組み」等について審議「

○麻生全国知事会長記者会見 [３月14日]
【主な内容】

・ 歳出・歳入一体改革」等について「

○全国知事会「第３回国の過剰関与問題小委員会」の開催 [３月16日]

【主な内容】
・一般財源化された事務事業等の調査の実施についての報告

・国の過剰な関与・規制の撤廃に向けた提言（案）等についての協議
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○麻生全国知事会長が「地方法人課税の見直し等に関する緊急声明」を発表

[３月23日]
【主な内容】

・産業構造審議会新成長政策部会における 新経済成長戦略中間取りまとめ「
（案 」に対して抗議の緊急声明）

○全国知事会「国の過剰関与問題小委員会」が提言を取りまとめ [３月27日]
【主な内容】
・ 分権社会の確立のための国の過剰な関与・規制の撤廃に向けた提言」を発表「

○全国知事会「第６回道州制特別委員会」の開催 [３月29日]

【主な内容】
・ 分権型社会における広域自治体のあり方 （案）について等について審議「 」

○平成１８年第７回経済財政諮問会議 [３月29日]
【主な内容】
・歳出・歳入一体改革について

竹中総務大臣から提出資料により歳出・歳入一体改革における地方の役割
の重要性、プライマリーバランスの改善見通し等を問題提起する形で説明

○地方六団体「第５回新地方分権構想検討委員会」の開催 [３月30日]
【主な内容】

・ 分権型社会の実現に向けた具体的手法」等について審議「

○全国知事会「第５回地方税制小委員会」の開催 [４月７日]

【主な内容】
・ 地方分権時代にふさわしい地方税のあり方」～各論点の基本的な考え方「

（案）について～等について審議

○全国知事会「第６回地方交付税問題小委員会」の開催 [４月７日]

【主な内容】
・ 地方交付税に関する主張」～経済財政運営と構造改革に関する基本方針「
２００６に向けて～等について審議

○平成１８年第８回経済財政諮問会議 [４月７日]

【主な内容】
・ 歳出・歳入一体改革について」中間とりまとめ「



6

○新地方分権構想検討委員会小委員会委員と地方分権２１ビジョン懇談会との

意見交換 [４月10日]
・出席者： 神野委員長、小幡委員長代理、小西委員新地方分権構想検討委員会小委員会

地方分権 世紀 懇談会21 ﾋﾞｼﾞｮﾝ 大田座長、本間委員、宮脇委員

○地方分権２１世紀ビジョン懇談会と地方六団体との意見交換会 [４月12日]

【主な内容】
・地方六団体提出資料「地方分権改革の進め方について」をもとに意見交換
（知事会を代表して石井岡山県知事、井戸兵庫県知事が出席）

○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [４月13日]

【主な内容】
・ 地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合」の対応等について協議「
・全国大会（地方六団体）の開催の決定

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [４月13日]
【主な内容】

・歳出・歳入一体改革等について
・ 経済財政諮問会議」及び「国と地方の協議の場」の対応について「

・公営企業金融公庫の廃止に伴う対応について等について協議
・総務大臣・地方六団体会長との意見交換

○公営企業金融公庫改革に関する要請行動 [４月13日]
【主な内容】
・地方六団体会長が関係大臣 自民党幹部に対し 公庫機能の引き続き確保及び、 、

公庫の資産の全額承継を可能とする新たな法的枠組みの構築を要請

○全国知事会「建設運輸常任委員会」の開催 [４月14日]
【主な内容】
・道路特定財源について協議

・耐震強度偽装問題について報告

○全国知事会「平成１８年第１回地方分権推進特別委員会」の開催 [４月14日]

【主な内容】
・ 新地方分権構想検討委員会」の検討状況について、神野直彦委員長からの「

報告と意見交換
・各小委員会等の活動状況等について報告
・今後の地方分権改革の進め方について協議
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○地方六団体「第６回新地方分権構想検討委員会」の開催 [４月17日]

【主な内容】
・ 分権型社会のビジョン（中間報告 （素案）等について審議「 ）」

○全国知事会「第７回地方交付税問題小委員会」の開催 [４月20日]
【主な内容】

・ 地方交付税に関する主張」～経済財政運営と構造改革に関する基本方針「
２００６に向けて～等について審議

○全国知事会「正副会長会議｣の開催 [４月20日]
【主な内容】

・特別委員会の継続設置について審議
・地方分権改革の今後の進め方について協議
・地方六団体に対する情報提供制度の創設（地方自治法の一部改正）の対応等

について協議

○麻生全国知事会長が 地方交付税の法定率の引き下げ論について 緊急声明を発表「 」

【主な内容】 [４月21日]
・財政制度等審議会後の西室同審議会会長の地方交付税に関し先ず削減ありき

といった内容の発言に対して抗議の緊急声明

○全国知事会「第３回国庫補助負担金改革小委員会」の開催 [４月26日]

【主な内容】
・今後の国庫補助負担金改革の進め方等について審議

○第９回地方分権２１世紀ビジョン懇談会 [４月28日]
【主な内容】

・地方分権２１世紀ビジョン懇談会中間取りまとめを発表

○地方六団体「第７回新地方分権構想検討委員会」の開催 [５月８日]

【主な内容】
・ 分権型社会のビジョン（中間報告 （案）等について審議し、一部修正等に「 ）」
ついては委員長に一任するということで了承

○平成１８年第１１回経済財政諮問会議 [５月10日]

【主な内容】
・ 歳出・歳入一体改革（地方財政 」について議論「 ）

○新地方分権構想検討委員会の神野委員長から「分権型社会のビジョン（中間
報告 」を地方六団体会長へ提出 [５月11日]）
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○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [５月11日]

【主な内容】
・新地方分権構想検討委員会の中間報告を踏まえた今後の対応等について協議

○地方六団体「経済財政諮問会議における民間議員による提案（地方交付税総額
の抑制等 」について共同声明を発表 [５月11日]）

【主な内容】
・何ら根拠を示すことなく移転支出である地方交付税の総額を今後５年間現在の
水準以下に抑制する等の民間議員の提案に対し 地方六団体は地方交付税制度、

の本質論を無視したものであり容認しがたいと共同声明を発表

○全国知事会「平成１８年第２回地方分権推進特別委員会」の開催 [５月16日]
【主な内容】
・新地方分権構想検討委員会の「分権型社会のビジョン（中間報告 」の取り）

扱い等について協議

○全国知事会 地方交付税問題小委員会 が 地方交付税に関する主張～経済財政運「 」 「

営と構造改革に関する基本方針２００６に向けて～」を取りまとめ
[５月16日]

○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [５月17日]
【主な内容】

・ 地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合」の対応等について協議「
・地方分権推進のための地方大会の開催を申し合わせた

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [５月17日]
【主な内容】

・ 分権型社会のビジョン 中間報告 公営企業金融公庫廃止後の仕組み 等「 （ ）」、「 」
について意見交換
・総務大臣・地方六団体会長との意見交換

○ 道州制特別区域における広域行政の推進に関する法律案(道州制特区推進法案「 ）」
が閣議決定され、全国知事会長がコメントを発表 [５月19日]

○衆議院総務委員会に石井岡山県知事が参考人として出席 [５月25日]

【内容】
・地方自治及び地方税財政に関する件（地方行財政制度改革）
他の参考人：地方分権 世紀ビジョン懇談会 大田座長21
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○第１１回地方分権２１世紀ビジョン懇談会（最終回） [５月26日]

【主な内容】
・地方分権２１世紀ビジョン懇談会最終報告について

・なお、今回の開催で懇談会は終了

○全国知事会「建設運輸常任委員会」が「地方の道路整備と道路特定財源に関する

提言」を関係要路に対し要請 [５月29日]

○全国知事会「政権公約評価特別委員会」 [５月30日]

○全国知事会議の開催 [５月30日]

《直近の予定》

○地方六団体・地方分権推進連盟「地方自治危機突破総決起大会」の開催（九段会館）
[５月31日]

○全国知事会「第６回地方税制小委員会」の開催 [５月31日]
○全国知事会「第７回道州制特別委員会」の開催 [６月１日]

○全国知事会議 島根会議 の開催 ７月12,13日（ ） ［ ］


